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創業期の事業者に対する成長支援を強化するため、

「７７スタートアップメンバーズ」を拡大中です。

 創業期の事業者向けイベント・セミナーや補助金等に

かかる情報提供

 創業支援関係者が実施する施策等の定期的な発信

 ＩＰＯ（株式上場）に向けた機運の醸成（ＩＰＯ経験者

の知見共有等を目的としたプログラムの実施）

「77スタートアップメンバーズ」の拡大

主な支援施策

01

基調講演のほか上場会

社、スタートアップ企

業、上場支援関係者に

よるパネルディスカッ

ションを実施しました。

（２０２３年９月開催）

「〈七十七〉創業応援パッケージ」の提供

特典一覧

【お申込いただけるお客さま】

当行に預金口座をお持ちの

設立後５年以内の法人のお客さま ２０２３年１０月末時点

①法人ＩＢ
➡ 契約料無料

②七十七カード

➡ 年会費初年度無料
③マネーフォワードクラウド

(バックオフィスＳａａＳ)

➡ 利用料２ヵ月無料
④助成金診断書

➡ 無料作成

⑤プレスリリース配信サービス
➡ 毎月1回無料配信（設立２年後まで）

⑥サブスクリプション型ＨＰ作成サービス

➡ 初期セットアップ費用無料
⑦経営支援プラットフォーム

「７７ Ｂｉｇ Aｄｖａｎｃｅ」

➡ 月額基本料３ヵ月無料

起業後の方々から寄せられるお悩みを解決するため、

創業後に必要なサービス７大特典をご活用いただけます。

【対象企業】

 〈七十七〉創業応援パッケージを申込みいただいた企業

 東北大学発ベンチャー企業
0

500

1000

２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度
（６月末時点）

＜七十七＞創業応援パッケージ

申込み企業推移

1,000件
突破！！

ー９ー
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 ＩＰＯを目指す企業の経営

者層を対象とした人材育成

プログラムを全国で初めて

開催。

【公募選定企業】

１０社（宮城、岩手、秋田）

【開催期間（全４回）】

2022.11～2023.３
▲開催時の様子

【２０２２年度】
ＩＰＯ経営人材育成プログラムＴＯＨＯＫＵ

【２０２３年度】
ＩＰＯ経営人材育成プログラムＴＯＨＯＫＵ（第二期）

ＩＰＯ支援の取組み

東北地方からの上場企業輩出を目的として、産学官金の

各ステークホルダーと連携した支援を展開しています。

 開催回数を６回に増加（人材戦略、ＣＦＯの講義を追加）

 ２０２２年度参加者との交流会を開催予定

 連携するステークホルダー（共催者）を３者から５者へ

ＩＰＯ支援にかかる連携協定

２０１７年１１月に東北大学および東京証券取引所と

連携協定を締結し、各種支援を展開しています。

【前年度からの追加項目】

〈仙台市〉〈宮城県〉

東北地域から

ＩＰＯ企業の

創出へ！！

第1回

第2回

•ＩＰＯの概要、内部管理制度の構築

•上場に向けたガバナンスの構築

第3回

第4回

•資金調達と事業計画

•上場体験談（ＣＦＯからの目線）

第5回

第6回

•上場に向けた人材採用と組織づくり

•上場体験談（ＣＥＯからの目線）

プ

ロ

グ

ラ

ム

ＩＰＯ支援に向け５者で連携（共催）

活用

※選定企業の本社所在地

ー１０ー 画像提供：東京証券取引所、東北大学、宮城県、仙台市
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大

小

企業の成長ステージ〈創業・新規事業支援〉 〈地域中核企業への成長支援〉 〈上場支援〉

東北の人口流出抑制

３社

６社２社

２２社
６社

１３社

東北の上場企業数
５２社

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業 地域中核企業

上場

信用力
向上

企業
規模

企業の成長曲線

企業の成長曲線

全国：約４，０００社

上場の目的

①優秀な人材の確保

②ガバナンス強化による

組織体制の構築

③従業員の士気向上・

幸福度ＵＰ

④信用力・知名度の向上

創

業

・

新

規

事

業

支

援

優秀な人材の確保

＝七十七銀行

＝宮城県 ＝仙台市

仙台未来創造企業創出プログラム

ＩＰＯ経営人材育成プログラムＴＯＨＯＫＵ

ＩＰＯ支援

東北地域の最近の上場実績

２０２２年度

・グラントマト株式会社（須賀川市）

・株式会社ｍａｎａｂｙ（仙台市）

２０２３年度

・株式会社ジーデップ・アドバンス（仙台市）(※)

・株式会社オカムラ食品工業（青森市）

＝東京証券取引所 ＝東北大学

テクスタ宮城

77スタートアップメンバーズ

スタートアップ企業

仙台「四方よし」宣言企業

地域中核企業

七十七ビジネス大賞

雇用
増加

知名度
向上 ※東京と二本社制

（２０２３年９月末時点）

01

ａＴＯＰ

＝中小企業基盤整備機構

東北地域の上場企業およびＩＰＯ支援（東北にＩＰＯ文化の定着を！！）

ａＴＯＰピッチイベント
（2023.3.13）

ー１１ー

【画像提供】
東京証券取引所、東北大学、
宮城県、仙台市、中小企業
基盤整備機構

11



ＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔ上場企業の軌跡（グラントマト株式会社）

グラントマト株式会社
代表取締役社長 南條 浩 氏

（３代目）

所在地

福島県須賀川市狸森字

下竹ノ内９番地５

設立

１９９４年８月１９日

・七十七銀行と東京証券取引所によるＴＰＭの情報提供

⇒株式上場を社内目標として正式決定
ＴＰＭ上場を目指すきっかけに！！

2016年

・東日本大震災

⇒農家の事業継続に向け、より一層の事業拡大、信用の獲得が必要だと痛感

上場を目指すきっかけに！
2011年

・２０２２年２月２５日 ＴＰＭ上場

⇒福島県から約１０年ぶりの新規上場企業へ

次の目標を東証スタンダード市場上場に設定
2022年

①「経営体質の強化」

ＩＰＯを通じて「人・物・金・使命感・
時間・意識・情報」の全てが磨かれた

「１００年存続する会社の実現」

②「上位市場へのファーストステップ」

ＴＰＭに上場することで、ガバナンスや
開示の運用実績を積む

「スタンダード市場への足掛かり」

従業員数

４００名

上場には長い準備期間が必要なの
で、東北人の真面目で我慢強い性
格が向いていると思うシカ！！

【上場準備期間の目安】

・一般市場：最短３年

・ＴＰＭ ：最短２年

創業

１９４９年１月

画像提供：東京証券取引所、グラントマト株式会社

TPM上場の目的

上場を目指したきっかけ

事業内容

農業資材から食料品ま

で農業に関する事業を

展開

経営理念

安心でおいしい食物と

健康をすべての食卓へ、

食と共に歩むアグリビ

ジネスカンパニー

ー１２ー
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02

１．【商談会開催による販路開拓支援】
商談会の開催回数累計：５０件超！

当日の展示会・個別商談会を全面サポート

２．【ビジネスマッチングによる取引先支援】

１５０社を超える提携先の中から

最適なソリューションを提供

不動産

建設

仲介
金融

上場支援海外進出

販路拡大

再エネ

省エネ

福利厚生

防犯

警備

コンサル

業務効率化

成約件数は増加中！！

1,058 

1,674 1,739 

更なる積み上げ！

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

（単位：件）

支援イメージ

ジャンル サービス内容

第１位 コンサルティング 生産性向上、補助金申請支援等

第２位 建設（不動産活用） 賃貸用不動産建設等

第３位 防犯・警備 防犯警備グッズ、関連機器の販売等

第４位 不動産仲介 遊休不動産の売買仲介等

第５位 金融商品 日本型オペリース、不動産小口化投資等

ＢＭ成約実績ジャンル別上位（２０２３年度上半期）

地場バイヤー 全国バイヤー

おいしい山形・食材王国みやぎ

ビジネス商談会

事務局：七十七銀行・山形銀行

宮城県・山形県

やまがた食産業クラスター協議会

地方銀行

フードセレクション

事務局：地方銀行約５０行

企業の経営課題

（２）生産性向上

（１）資産活用

（３）経営改善支援

（４）事業承継

（５）販路拡大

ー１３ー
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・地元大学（東北大学・宮城大学・東北工業大学）

・研究機関等と連携し、産学・外部機関連携を通じた

経営課題の解決を支援しています。

 ワカメ種苗の品質向上と優良種苗育成研究

 放射線がん治療装置開発

 知財評価書策定支援

 ＥＣサイト構築・商談会出展等販路拡大支援

産学・外部機関連携支援事例

【持続的なビジネスモデル構築を支援！】

 コロナ関連の補正予算事業

「事業再構築補助金」支援実績（2021.4～2023.9）

・申請支援件数累計 ３５０件突破！

・採択件数累計 １７０件突破！

・㈱エフアンドエムとの連携 ４０件突破！

【当行ビジネスマッチングサービス提携先】

【補助金活用の効果（例）】

（新規事業・ニューノーマルへの取組み）（生産性向上・ＩＴ利活用） （ＥＳＧ・ＳＤＧｓへの取組み）

 省エネルギー設備投資に係る利子補給金

・２０１９年度から指定金融機関

・申請件数累計８件

 地域ＥＳＧ融資・地域脱炭素融資促進利子補給事業

・２０２０年度から指定金機関

・申請件数累計１５件

【省エネ、脱炭素等に関わる「ＥＳＧ金融」を促進】

【産学・外部機関連携支援相談件数】

33

16
20

0

20

2020年度 2021年度 2022年度

（単位：件）

多種多様な経営課題に対して継続的に支援を実施！

ー１４ー
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02

【企業の進出をトータルサポート！】

東北地方への進出を検討する企業に対し、資金調達支援

のみならず、進出先にかかる各種情報提供や取引先との

マッチング等、一貫した支援を実施しています。

【関係機関と連携した誘致活動】

 宮城県が主催する企業立地セミナーへの協賛

 仙台市が主催する首都圏のＩＣＴ企業向けセミナーへ

の開催協力

 地方公共団体・大学と連携した企業訪問等の実施 等

画像提供：仙台市

七十七銀行 地方公共団体

・土地・建物情報提供

・ファイナンス支援

・人材確保支援

・取引先・大学等紹介

ｅｔｃ

支援イメージ

・各種情報共有
・セミナー協力

ｅｔｃ

進出企業新たに拠点を

つくりたい！

拠点をさらに

拡大したい！

相

談

・補助金等支援

・税制優遇

・工業用地整備

ｅｔｃ

大学と共同研究

する場がほしい！

身近でナノテラス

を活用したい！

ー１５ー
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新たな価値の創造

（組織力、技術力等）

地域経済の活性化

あらゆる相乗効果を生み出す進出企業への支援

キーワード 地域中核企業支援 震災復興 産業集積

当社課題
 主要取引先の経営方針に則した製品の供給

 宮城県内における、より強固な経営基盤の構築

地域課題
 震災復興需要の反動等による経済活動の悪化への対応

 若年層が安心して生活できる生活環境等の整備・地元雇用の創出

宮城県進出（２０１１年） 事業拡大・宮城第５工場建設

震災復興

◀現在 未来▶

当社

地域 地域経済の低迷

ロードマップ

さらなる生産体制の充実

雇用創出・生活環境の整備

・当社は、半導体製造装置

部品製造・加工を主力と

する進出企業。

・高品質・高精度を追求し

た製造技術により東京

エレクトロングループを

はじめとする大手製造

メーカーより圧倒的な信

頼を得ている。

・宮城県内スポーツチーム

へのスポンサー等地域貢

献活動も積極的に実施。

【当社がすべきこと】

・新工場建設に向けた

資金調達・従業員確保

・福利厚生等就労環境の充実

【当行が支援すべきこと】

・融資等による資金供給

・当行取引先の紹介等による

ビジネスマッチング

・従業員確保に向けた支援

関連するＳＤＧｓ

宮城県
東松島市

地元企業

株式会社サワ

融資、各種情報提供、

従業員の資産形成支援 等

補助金支援、

用地斡旋

主要部品発注

（強固な信頼）

協業、連携

ビジネスマッチング

宮城県への進出支援

ゴール

雇用創出

七十七銀行

宮城第５工場
（２０２４年完成予定）

東京エレクトロングループ

優良企業との取引増加

更なる地域経済の活性化

地元雇用の創出

（本社所在地：山梨県）

画像提供：株式会社サワ、東京エレクトロン株式会社 ー１６ー
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地域開発プロジェクトへの参画

ま

ち

づ

く

り

事

業

の

促

進

03

各
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た

支
援
を
実
施
！

次世代放射光施設の整備や大型再開発事業等
の様々な地域開発プロジェクトに参画してい
ます。

【せんだい都心再構築プロジェクト】

仙台市中心部地域の大型プロジェクトにかかる

七十七銀行の取組み

【完成予想図】

東北大学青葉山キャンパスでは、次世代放射光施設（ナノテラ

ス）の整備が進んでおり、仙台市中心部に近い片平キャンパス

においても施設の再整備が進んでいることから、当行では外部

機関等と連携し様々な支援を展開しています。

【東北大学（片平）情報通信国際共同研究拠点
施設整備等事業への支援】

 老朽化した情報通信国際共同研究施設について、教育研究

環境の向上を目的に再整備事業が進行中です。本施設は、

通常の施設整備に加えて、レンタルラボ・オフィス部分も

整備される予定です。

 当行では本事業にかかる資金調達を支援するため、ＰＦＩ

推進機構と、当行を主幹事（アレンジャー）とするシンジ

ケート・ローンを組成しました。

【２０２３年度ＫＰＩ】

地域開発プロジェクト関与率１００％

【アーバンネット仙台中央ビル】

画像提供：仙台市、ＮＴＴ都市開発株式会社、東北大学

「せんだい都心再構築プロ

ジェクト」の第1号案件

次世代放射光施設（ナノテラ

ス）と連携した分析室やラボ

を併設し研究活動拠点として

も活用可能な高機能オフィス

ビル。

２０２３年１１月竣工予定。

ー１７ー
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官民連携事業（ＰＰＰ／ＰＦＩ）の促進

人口減少や厳しい財政事情、公共施設の老朽化に伴い、

地方公共団体等が主導するＰＰＰ／ＰＦＩ事業の増加が

見込まれています。

＜七十七＞まちづくりフォーラム

～まちづくり・ＰＦＩ事例からみる今後の東北～
開催！

ＰＰＰ／ＰＦＩの普及・促進を含めた東北地方のまちづ

くり発展を目的にフォーラムを開催し、地方公共団体の

課題や、ＰＦＩ事例について紹介したほか、民間企業に

よるまちづくりの考え方などを紹介しました。

七十七リサーチ＆コンサルティングと連携したＰＰＰ/ＰＦＩ事業への支援

〇行政部門と民間部門という２つの側面から、民間事業者やグループ会社と連携し、幅広い事業領域をカバーします。

・情報提供

・施設立地検討
・需要予測
・施設基本設計

・事業方式検討
・事業ｽｷｰﾑ検討
・財務ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

・資金調達支援
七十七銀行

七十七Ｒ＆Ｃ

民間部門 事業環境調査・参入検討

行政部門 基本計画策定 実施手法検討 事業者選定

提案書作成支援

施工管理 モニタリング

計画策定支援 経営支援

・事業者選定支援
・契約締結支援

・コンソーシアム
組成支援

・経営モニタ
リング

・経営計画策定
・ＫＰＩ再設定
・戦略の再構築

 参加企業：約９０社

 参加者 ：１８７人

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業への取組み

 宮城県内15事業に融資金融機関として参加。

 上記15件のうち、８件についてはメイン行として

アレンジャー業務を実施。

 地方公共団体と民間事業者のマッチング支援。

・下記のスキームのみならず、当行ではグループ会社

と連携した様々な支援を展開中。

ー１８ー
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「次世代放射光施設ナノテラス」整備事業 ～ナノまで見える巨大な顕微鏡～

ま

ち

づ

く

り

事

業

の

促

進

03

ナノテラスは、２０２４年度の運用開始を目指して、国・民間・地域が一体となり一つの大型研究施設を整備・運用する、

「官民地域パートナーシップ」という新しい枠組みで整備が進んでいる研究施設であり、日本における研究開発のレベルを

向上させる「ナノまで見える巨大な顕微鏡」と言われています。

 当行の幅広いネットワークを活用

し、ナノテラスの利用企業を発掘。

 ナノテラスの周知および活用促進に

向けたセミナー等への開催に協力。

【ナノテラス利用促進】

【事業計画・戦略への助言等】

【資金支援】

 ナノテラスの建設にかかる資金調達

を支援。

 ナノテラス運営財団である一般財団

法人光科学イノベーションセンター

に対して寄付金を贈呈。

 当行および日本政策投資銀行は、

一般財団法人光科学イノベーション

センターに監事として参画。

 事業計画・戦略面についての助言等

を実施。

【ナノテラス上空写真】

ナノテラスの活用が見込まれる分野

 ナノテラスの活用意向を示す企

業は１５０社以上。

（２０２３年１１月現在）

 業種は多岐に渡り、様々な分野

における研究開発のレベル向上

が見込まれます。

放射光施設の活用経験がある宮城県内企業（事例）

画像提供：一般財団法人光科学イノベーションセンター

放
射
光
施
設
の
活
用
で

課
題
解
決
を
支
援
！

【仙台市作成】

ナノテラスPR動画

ー１９ー

【企業版ふるさと納税とナノテラス】

 当行では、仙台市と連携し、ナノテ

ラスへの企業版ふるさと納税を推進

しています。
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【市町村長を対象としたナノテラス視察会（2023.7.27～28）】

【地元中小企業向けナノテラス活用促進セミナー（2023.9.22）】

【Ｇ７仙台科学技術大臣会合（2023.5.14）】

ナノテラスに関連するトピックス

ナノテラスを中心に、地域一体となった様々な取組みが展開されています。

 地元中小企業における研究開発レベル等の向上および

地域経済の活性化に向けたナノテラスの活用に関する

情報発信に注力。

 「日本の科学技術を世界各国にアピールできる施設」であるとの

理由から、ナノテラスを会場に「Ｇ７仙台科学技術大臣会合」が

開催。

 Ｇ７参加各国の閣僚が来日したことにより、日本国内のみならず、

海外におけるナノテラスへの注目が一層向上。

画像提供：株式会社ティ・ディ・シー

 当行が設立したプラットフォームである「ＭＡＰＰ」を活用し、

地方公共団体の首長を対象としたナノテラス視察会を実施。

 地方公共団体が持つネットワークも活用することで、地元企業を

中心とした広範囲にわたるナノテラスの周知・啓蒙を実施。

宇宙分野でも活用が広がる

超精密研磨技術

「はやぶさ２」に活用された技術力の可視化を

放射光施設の活用により実現！

画像提供：東北大学

宮城県 仙台市東経連 PhoSIC

地 域 パ ー ト ナ ー ５ 者

ー２０ー
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に
応
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た
支
援
を
実
施

観光産業の事業化・成長支援

 観光地域づくりへの支援

 古民家再生・活用等観光関連産業の成長を支援

観光客受入体制整備支援

 七十七グループで連携したインフラ整備

 街づくりの提言などの観光客の受入体制整備

「ＦＩＮＥ 東北」の取組み

２０１７年３月、当行、青森銀行、秋田銀行、岩手銀行、山形銀行、東邦銀行の東北地銀６行および日本政策投資銀

行が「観光振興事業への支援に関する業務協力協定」を締結し東北観光金融ネットワーク（愛称 「ＦＩＮＥ 東北」)

を設立しました。

＋

「ＦＩＮＥ 東北インスタグラムフォトコンテスト」の開催

 東北地域の観光産業の活性化および東北地域の魅力発信を目的に、「第４回

ＦＩＮＥ 東北インスタグラムフォトコンテスト」を開催しました。

 本コンテストでは、「写真で楽しむ東北旅」を応募テーマとして募集し、

多数の応募がありました。

【受賞作品の一部】

＋

秋田竿燈まつり 銀山温泉岩手山と一本桜香林寺

画像提供：東北観光金融ネットワーク

＋

＋

ー２１ー
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【宗教法人瑞巌寺】歴史的建造物のファンづくりを通じた支援

当社課題
 新型コロナ感染症の影響で減少した観光客のリターン（誘客の促進）

 潮風や地震被害の影響により延期となっていた施設の修繕（災害復興）

地域課題
 周辺地域の交流人口促進（観光等振興）

 地域の魅力ある交流拠点の知名度向上（クラウドファンディング活用）

「瑞巌寺」
・瑞巌寺は正式名称を「松
島青龍山瑞巌円福禅寺」
といい、現在は臨済宗妙
心寺派に属する禅宗寺院

・1953年に本堂が、1959
年に庫裡と本堂をつなぐ
廊下が国宝に指定されて
います。

【当法人がすべきこと】
・修繕費用の調達
・観光客の回復

【当行が支援すべきこと】
・資金調達手段の提供
・誘客促進に向けたファン
づくりの支援

関連するＳＤＧｓ

魅力のある誘客

コンテンツ確立

歴史的な文化財

を次世代へ繋ぐ

環境整備

ゴール

画像提供：宗教法人瑞巌寺

地
域
中
核
企
業
支
援
・
育
成

02

キーワード 観光振興等支援 誘客促進 クラウドファンディング 災害復興

支援者

七十七銀行

瑞巌寺

プロジェクト支援

宣伝広告等支援

業務提携

クラウドファンディング事業者

クラウドファンディング

プラットフォーム提供

寄付等

返礼品

（クリアファイル等）

施設整備＆誘客促進 ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞの活用

周辺地域のにぎわい創出

◀現在 未来▶

当社

地域 由緒ある施設の有効活用

ロードマップ

修繕完了＆観光客増加

市民や歴史ファンの来訪

目標金額： ７，０００，０００円

最終金額：１０，８８８，６６５円

達 成 率 ：１５５％

ー２２ー
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